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要旨 
本稿では、女性労働力率の地域性に着目し、その差が何によって生まれているかの検討

を行った。始めに、年齢階級別都道府県集計データを擬似コーホートデータにし、どのよ

うな都道府県で労働力率の落ち込み度が大きいかを示した。その落ち込み度によって「M
字型」と「おわん型」に分類を行い、それぞれの 30～34 歳の労働力率と 25～29 歳の労働

力率の差の要因分析を行った。その結果、婚姻率が女性の労働力率を下げていること、保

育所定員率が女性の労働力率を上昇させていることを示した。特に、婚姻率は、M 字型地

域で下がり幅が大きく、結婚による離職の影響が M 字型地域で大きいことが分かった。保

育所定員率は、どちらの地域でも同じくらい労働力率を押し上げる効果があるため、女性

労働力率の上昇に保育サービスの充実が重要であることを示した。 
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